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1.　は じ め に

近年の日本の政府は，概して，「小さい政府」を
目指し，「官から民へ」の流れを加速化させてきた。
土木行政においても，主として社会的効率性の観
点から，行政組織の縮小化，公共事業の見直しが
積極的に進められてきたものと言えよう。実際，
こうした流れの中で，様々な現実の制度改変がも
たらされ，平成17年には道路関係四公団が民営化
されるとともに，同年，郵政民営化法案が可決さ
れるに至った。そして，現在，道路特定財源の一
般財源化の是非が盛んに議論されており，土木関
係者にとっても由々しき問題となっている。

それでは，こうした近年の流れの背景にあっ
て，政府・行政の改変を後押しした要因は，何で
あったのであろうか。言うまでもなく，この流れ
が，アングロサクソン諸国における政府・行政改
革を契機として発展した世界的潮流であったこと
はよく知られているところである（大住，20031））。
しかしながら，昨今の政府の公共事業に対するマ
スコミ報道を鑑みれば，この潮流が我が国の国内
においてかくも加速化した背景には，マスコミ報
道とそれに喚起される公衆世論が大きな役割を果
たしていたように見受けられる。特に，公共事業
に対する批判的な言論や報道が「逆風世論」なる
ものを形成し，現実の公共事業のあり方に少なか
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　本研究では，政府の公共事業に関わる政治的・行政的論点に対する人々の賛否意識に影
響を及ぼす心理要因を明らかにすることを目的とする。この目的の下，近年盛んに議論さ
れてきた政治的・行政的論点として，「公共事業」・「道路公団民営化」・「道路特定財源の
一般財源化」・「郵政民営化」・「小さい政府」を取り上げ，全国の都道府県の世帯を対象と
した調査データ（N=15316）を用いて，これらの論点に対する賛否意識についての政治心
理学的な分析を行った。その結果，人々の賛否意識を構成する潜在的な規定要因が存在し
ている可能性が示された。その上で，マスメディアの接触状況や個人属性が個人の賛否意
識の潜在的規定要因に及ぼす影響を探索的に分析したところ，マスコミ報道が個人の潜在
的賛否規定要因に対する影響を通して，個人の賛否意識にも影響を与えるという心理的因
果プロセスの存在が示唆された。

キーワード　賛否世論　公共事業　政治心理学

Fujii
テキストボックス
交通工学, Vol.44, No.5, pp.55-65, 2009.



らず影響を及ぼしているものと考えられる。事
実，道路関係四公団民営化推進委員会委員であっ
た中村は，道路公団民営化を巡る一連の議論の中
で，世論やマスコミ報道の演じた役割の大きさを
指摘している2）。
勿論，政府・行政上の諸問題が世論の関心事と

なることは，それ自体否定されるべきことではな
い。土木行政に関わる問題がマスコミ報道によっ
て取り上げられ，一般の人々の関心を高めた意義
も決して少なくないとも考えられる。そして，こ
うした風潮や気運があったが故に，行政業務の改
善，予算の無駄遣いの是正に一定の効果が得られ
たことも一義的には認められよう。しかし，その
一方で，近年の一部マスコミ報道の中には，政府
の公共事業に求められる重要な役割やその必要性
そのものを，その内容如何に関わらず否定するよ
うな批判的な論調が芽生えつつある可能性は否定
しがたいところである。さらに，こうしたマスコ
ミ報道が，その心理的・情緒的な報道戦略も手
伝って，国民意識に公共事業に対する否定的なイ
メージを与え，「政府はとにかく縮小すべき」，「公
共事業はもはや必要ない」といった一元的・画一
的なステレオタイプを増幅させている可能性もま
た懸念されるところである。しかしながら，政府
の公共事業は国民の安全で豊かな暮らしにとって
不可欠なものであり，公共事業の「質」というよ
りは公共事業そのものを否定するような論調は，
公益を大きく低減せしめる危険性を秘めたもので
ある点を見過ごすことはできないであろう。
以上の点を踏まえれば，今日の政府の公共事業

を巡る賛否世論とそのマスコミ報道の影響を正確
に理解することは，今後の政府・行政のあり方を
考える上で重要な意味を持つものと考えられる。
この問題について既に矢野ら3）は，社会心理学，
政治心理学，既存のマスメディア研究に基づい
て，人々の土木事業に対する賛否意識について仮
説検証的に分析を行っている。本研究でも，矢野
らの既往研究を参考にしつつ，政府の公共事業に
関わるいくつかの政治的・行政的論点に対する
人々の賛否意識について，政治心理学的な分析を
試みる。その際，近年マスコミを賑わせた政治

的・行政的論点として，「公共事業」・「道路公団民
営化」・「道路特定財源の一般財源化」・「郵政民営
化」・「小さい政府」を取り上げ，これら具体的な
論点に対する国民の意識データを取得する。その
上で，これら異なる政治的・行政的論点に対する
個人の賛否意識の潜在的な規定要因を把握するた
めに，矢野らの仮説検証的な分析アプローチと異
なり，これらの賛否意識に影響を及ぼす主因子を
探索的に検討する。さらに，政治的・行政的論点
への賛否意識を構成する主因子が何に影響を受け
るのかを明らかにするために，マスコミや個人属
性の影響分析を行う。本研究は，これらの分析を
通じて，政府の公共事業に関わる政治的・行政的
論点に対する国民の賛否意識を構成する心理的因
果構造を明らかにすることを目的とする。

2.　政治心理学アプローチ

2.1　個人賛否意識の心理要因
政治心理学や社会心理学の分野において，政治
的諸問題を巡る個人の賛否意識や世論形成に関し
て様々な研究が蓄積されてきた4）。その中でも，
Lipmann（1922）は，個人が身の回りの環境を自
分のイメージ（心象）を通じて限定的に解釈し，
このような心理的解釈を通じて，世論が形成され
得ることを的確に指摘している5）。Lipmannによ
れば，人々は複雑な環境を取り扱うだけの十分な
能力を有しておらず，それ故，心の内にある「単
純なモデル」に基づいて，環境を再構成するもの
と想定されている。このような「単純なモデル」
は，個人の認知する雑多な事象を互いに関連付け
る心理的な因果構造を表すものと考えられてい
る。これまで，個人における心理的因果構造とし
て，「イメージ」（pp. 120～121）6），「信条体系」（p. 
244）7），「解釈コード」（p. 15）8）等，様々な概念が
提示されており，こうした心理的概念が，人々の
政治的な態度や行動を説明する重要な心理要因と
なり得ることが知られている。
一方，Holsti（1976）は，個人の心理要因が政
策に反映され易い状況として，次の7つを挙げて
いる9）。すなわち，ⅰ）標準作業手続（SOP: Stan-
dard Operating Procedures）があてはまらない
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ルーティン的でない状況，ⅱ）官僚組織の圧力か
ら比較的自由なトップのリーダーによって意思決
定がなされる場合，ⅲ）多くの不確定要素を含む
長期的政策を立案する場合，ⅳ）情報不足やあい
まいな状況，ⅴ）情報過多，ⅵ）予期しない出来
事，ⅶ）高いストレス下にある場合である。この
点を踏まえれば，冒頭で述べた近年の「小さい政
府」や「民営化」を巡る一連の国民的議論は，ま
さに，これらの条件に合致する状況の下に展開さ
れてきた可能性が考えられる［1］。それ故，このよ
うな状況の下では，人々の心理的状態が政策決定
に少なからず影響を及ぼす可能性が理論的に予想
されるところである。こうした観点からも，本研
究において，前述した5つの政治的・行政的論点
に関する個人の賛否意識について政治心理学の立
場から検討することに重要な意義が認められるも
のと考えられる。
2.2　マスメディアの認知効果
このように，一般の人々は，心の内にある「単

純なモデル」に基づいて，政治的諸問題に対する
態度や意識を形成するものと考えられている。そ
れでは，こうした個人における心理構造に影響を
及ぼす要因は何であろうか。この点について再度
Lipmannの言明を取り上げると，彼は「その時々
のみんなの感覚（public feeling）が込められてい
るようなシンボルを表現した者がその表現の適切
さに応じて公共政策の取り上げ方を規定する」5）

と論じた上で，政治的諸問題に関する人々の認知
に大きな影響を及ぼす要因として，マスメディア
による報道を挙げている。
政治心理学の従来の研究では，マスメディアが

特定の政治的論点を強調することによって，その
論点の重要度に関する人々の認知に影響を及ぼす
議題設定効果10）や，その論点に関する評価基準そ
のものに影響を及ぼすプライミング効果11）が指摘
されている。特に，ある政治的な対象について，
その否定的側面を強調し，その対象に対して世論
を否定的なものとせしめる広報活動は，一般にネ
ガティブ・アド，あるいは，ネガティブ・キャン
ペーンと呼ばれており，メディア戦略の一つの常
套手段であることが知られている12）。これらの効

果については，その理論が提案されて以来，数多
くの理論的，実証的研究がなされてきた。近年に
おいても，例えば，ダイオキシン報道における議
題設定効果13）や政治改革関連法案に関するテレビ
視聴によるプライミング効果14）が指摘されてお
り，多メディア・多チャンネル化や情報技術の進
展等に見られるように，メディア環境が変化しつ
つある昨今においても，マスメディアの報道が
人々の認知に及ぼす影響は少なくないものと考え
られる。
本研究において取り扱う「小さい政府」や「民
営化」等の政治的・行政的論点は，一般の人々の
日常的な経験を超えたものであり，このような状
況では，人々にとってマスメディアの伝達する情
報が重要な判断材料になり得る。そのため，マス
メディアの報道内容が個人の賛否意識に影響を及
ぼす可能性，さらには，マスメディアのネガティ
ブ・アドを通じて，政府の公共事業に対する否定
的なイメージ，すなわち，「逆風世論」が形成され
る可能性が少なからず存在するものと考えられ
る。この問題意識の下，本研究では，新聞，テレ
ビ，インターネット等のマスメディアへの人々の
接触傾向を調査し，これらメディアが政治的・行
政的論点に対する個人の賛否意識にどのような影
響を及ぼすかについて分析することとする。

3.　調査

3.1　調査概要
本研究では，全国の都道府県の世帯を対象とし
て，政治的・行政的論点に対する賛否意識とその
影響要因を把握することを目的として，2006年2
月8日 ～ 2006年3月6日の期間に，インターネッ
ト調査会社「gooリサーチ」を利用したWebアン
ケート調査を実施した［2］。各都道府県のサンプ
ル数については，200～500サンプルのレンジで各
都道府県人口に比例するサンプル数を確保するこ
と，並びに，年齢（三階層：20～40歳未満，40～
60歳，60歳以上）×性別（二階層）の6群につ
いて，都道府県内の人口分布に比例するように各
都道府県内の各群のサンプル数を確保することを
目指して，最終的に15,316の有効回答数を確保し



た（男性49.11%，女性50.89%，平均年齢41.40歳）。
3.2　質問項目
1）　個人賛否意識について
近年マスコミを賑わせた政治的・行政的論点と

して，「公共事業」・「道路公団民営化」・「道路特定
財源の一般財源化」・「郵政民営化」・「小さい政府」
の5つの論点を取り上げて，各論点に対する賛否
意識について質問した。具体的には，「あなたは，
政府・行政の「公共事業」を支持しますか？」と
いう質問を設定し，「強く反対」から「強く支持」
の7段階で回答を求めた。続いて，「あなたは，「道
路公団の民営化」に賛成ですか？」，「あなたは，
「道路特定財源の一般財源化」に賛成ですか？」，
「あなたは，「郵政の民営化」に賛成ですか？」と
いう質問を設定し，「強く反対」から「強く支持」
の7段階に，「分からない」を加えた計8段階で回
答を求めた。また，「あなたは，「政府は小さくあ
るべきだ」と思いますか？」という質問を設定し，
「全く思わない」から「全くそう思う」及び「分か
らない」の8段階で回答を求めた。
2）　マスメディアの接触傾向
新聞，テレビ，インターネットの3つのメディ
アのそれぞれについて，調査対象者のメディアへ
の接触傾向について質問した。
・新聞：調査対象者が新聞というメディアにどの
程度接触しているかを把握することを目的とし
て，「最もよく読む新聞は何ですか？ また，一日
でどのくらい読みますか？」という質問項目を設
けた。その上で，読んでいる新聞を1，読んでい
ない新聞を0とするダミー変数を設定した。
・テレビ：調査対象者がテレビというメディアに
どの程度接触しているかを把握することを目的と
して，「右の各テレビ局のニュースを，一日でどの
くらい見ますか？」という質問項目を設けた。こ
の設問では代表的なテレビ局（NHK・TBS系・
朝日系・フジテレビ・日本テレビ）を挙げて，各
テレビ局のニュース番組について一日どのくらい
の時間，ニュースを見ているかを記載してもらっ
た。新聞の場合と同様に，見ているテレビを1，
見ていないテレビを0とするダミー変数を設定し
た。

・インターネット：調査対象者がインターネット
というメディアにどの程度接触しているかを把握
することを目的として，一週間あたりのインター
ネット利用時間を「1.1時間未満，2.1時間以上5
時間未満，3.5時間以上10時間未満，4.10時間以
上20時間未満，5.20時間以上30時間未満，6.30
時間以上40時間未満，7.40時間以上」の中から単
一選択してもらった。
3）　個人属性

・性別と年齢：性別を回答してもらい，女性を1，
男性を0とするダミー変数を設定した。また，年
齢についても回答してもらった。
・同居者数：同居人数を「1.2名，2.3名，3.4名，
4.5名，5.6名，6.7名，7.8名以上」の中から単一
選択してもらった。
・居住地：「あなたのお住まいの場所は？」という
質問に対し全国48都道府県から単一選択しても
らった。その上で，三大都市圏（埼玉県・千葉県・
東京都・神奈川県・岐阜県・静岡県・愛知県・三
重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・
和歌山県）に住んでいる場合を1，住んでいない場
合を0とするダミー変数を設定した。

4.　結果

4.1　賛否意識の調査結果
まず，5つの政治的，行政的論点に対する賛否

意識の平均と標準偏差を表―1に整理する。ここ
で，「公共事業」，「道路公団民営化」，「道路特定財
源の一般財源化」，「郵政民営化」については，こ
れらの論点に対する賛否意識についての質問に対
して，「強く反対」を1，「どちらとも言えない」
を4，「強く支持」を7とする7段階の尺度で測定
したものの平均値と標準偏差を表している。一
方，「小さい政府」については，「全く思わない」
を1，「どちらとも言えない」を4，「全く思う」を
7とする7段階の尺度で測定したものの平均値と
標準偏差を表している。表―1に示されたように，
「公共事業」に対する賛否意識の平均は「どちらと
も言えない」の4よりも低い水準であるという結
果となった。また，「道路公団民営化」，「道路特定
財源の一般財源化」，「郵政民営化」，「小さい政府」
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に対する賛否意識の平均は「どちらとも言えない」
の4よりも高い水準であるという結果となった。
これらの結果より，一般の人々は概して，「公共事
業」に対して否定的な意識を有している傾向が見
られることが，また，「道路公団民営化」，「道路特
定財源の一般財源化」，「郵政民営化」，「小さい政
府」に対して肯定的な意識を有している傾向が見
られることが統計的に示された。
4.2　賛否意識の潜在的規定要因
「公共事業」支持・「道路公団の民営化」賛成・
「道路特定財源の一般財源化」賛成・「郵政の民営
化」賛成・「小さい政府」賛成の5つを変数とし
て，因子分析を行った。固有値の減衰傾向と解釈
の可能性から，3因子を抽出した。その最終的な
分析結果を表―2に整理する。ただし，表―2にお
いて，記述の簡略化のため，「公共事業」支持，
「道路公団民営化」賛成，「道路特定財源の一般財
源化」賛成，「郵政民営化」賛成，「小さい政府」

賛成を，それぞれ単に「公共事業」，「道路公団」，
「道路特定財源」，「郵政民営化」，「政府縮小化」と
記載している。また，この表では，因子負荷量.3
以上の値に網掛けしている。この表に示すよう
に，3つの因子の寄与率は必ずしも高い値ではな
かった。この結果は，公共事業を巡る賛否意識
が，これら3つの因子の他，様々な要因と関連し
ているためであると考えられる。ただし，本研究
では，前述したように，固有値の減衰傾向と因子
の解釈可能性から，これらの3因子がより支配的
な因子であると考え，以降の分析でもこれらの因
子を用いることとした。第1因子は，「道路公団の
民営化」に対する賛否，「郵政の民営化」に対する
賛否，「小さい政府」に対する賛否に高い因子負荷
量を示しており，「政府全般の縮小化要因」と命名
した。第2因子は，「道路公団の民営化」に対する
賛否，「道路特定財源の一般財源化」に対する賛否
に高い因子負荷量を示しており，「道路行政の縮小
化要因」と命名した。第3因子は，「公共事業」に
対する支持のみにおいて高い因子負荷量を示して
おり，「公共事業の支持要因」と命名した。以下で
は，これら個人の賛否意識に潜在的に影響を及ぼ
す主因子を，特に「賛否意識の潜在的規定要因」
あるいは「潜在的な賛否規定要因」と呼称するこ
ととする。
4.3　賛否意識の潜在的規定要因間の因果関係
次に，4.2で得られた賛否意識の潜在的規定要
因が互いに関連性を持つものとして認知されてい
る可能性を確認することを目的として，以下の手
順に沿って，3つの潜在的規定要因間の因果関係
について統計的検討を加えた。まずはじめに，政
府全般の縮小化要因，道路行政の縮小化要因，公
共事業の支持要因の3つの因子間の因果構造を仮
定せずに，LISREL 8.0を用いて共分散構造分析を
行い，想定可能なすべての潜在的規定要因間の因
果関係ごとに修正指数（Modification Indices）［3］を
求めた。その結果を，適合度の指標とともに，表―3
に示す。この表―3は，モデルの適合度が必ずしも
十分な水準には無いことを示すと共に，「政府全般
の縮小化要因」と「道路行政の縮小化要因」との
間に因果関係を仮定すると，適合度が大幅に改善

表―1　5つの論点に対する賛否意識の統計量

表―2　個人の賛否意識についての因子分析結果



することを示している。また，「公共事業の支持要
因」については，大幅な適合度の向上は見込めな
いものの，「道路行政の縮小化要因」よりも「政府
全般の縮小化要因」との間に因果関係を仮定した
方が，よりデータに適合したモデルが得られるも
のと考えられる。そこで以下では，次の2つの因
果構造が，よりデータに適合し得るものと判断
し，検討を進めることとした。すなわち，1）「政
府全般の縮小化要因」が「道路行政の縮小化要因」，
「公共事業の支持要因」に影響するという因果構造
（以下，因果構造1と呼称する），及び，2）「公共事
業の支持要因」と「道路行政の縮小化要因」が
「政府全般の縮小化要因」に影響するという因果構
造（以下，因果構造2と呼称する）の2つの因果
構造が考えられる。そこで次に，それぞれの因果
関係を仮定した構造方程式モデルを推定し，その
適合度を比較した。その結果，因果構造1につい
てc 2=142.23，因果構造2についてc 2=149.85とな
り，いずれの因果構造においても，適合度が大幅
に向上することが示されるとともに，因果構造1
のモデルの方が，因果構造2よりも，幾分高い適
合度が得られることが示された。本研究では，こ
の結果を受けて，図―1に示すように，「政府全般
の縮小化要因」から「公共事業の支持要因」と
「道路行政の縮小化要因」に影響するという因果構
造1を基本モデルとして措定し，以下の分析を進
めることとした。

4.4　賛否意識形成の影響要因
次に，上述の因果構造1を基本とした上で，個
人の賛否意識に影響する要因を特定することを目
的として，マスコミ接触傾向や個人属性を外生変
数として導入した構造方程式モデルについてLIS-
REL 8.0を用いて推定した。その推定結果を表―4
に示す。モデル適合度指標については，
NFI=.912，CFI=.912，RMSEA=.072などの比較的
良好な値が得られ，因果構造モデルは測定データ
に適合していることが示された。また，c 2値につ
いては高い値が得られたが，c 2値は一般に，たと
えモデルが適切でも標本数が膨大になると検定力
が高くなると考えられており，本調査のサンプル
数が15,316であることを踏まえると，その適合性
が低いとは必ずしも言えないものと考えられる。
1）　マスメディア
次に，表―4に示した推定結果の中で，マスメ

ディアの接触傾向が個人の賛否意識の潜在的規定
要因に及ぼす影響について検討する。表より，マ
スメディアの影響は，そのメディアの種類によっ
て多様であることが分かる。以下では，3つの潜
在的賛否規定要因のそれぞれについて，その規定
要因に及ぼすマスメディアの影響について説明す
る。
・政府全般の縮小化要因への影響
日経新聞・日経流通新聞・朝日放送ニュースへ
の接触傾向は，「政府全般の縮小化要因」に有意に
正の影響を与えており，これらの新聞購読者及び
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表―3　賛否意識の潜在的規定要因間の因果構造（修正指数）

図―1　個人の賛否意識の潜在的規定要因についての構造的関係
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テレビ視聴者において，「政府全般の縮小化」に対
する肯定的認知が活性化されている可能性が考え
られる。一方，毎日新聞・地方紙・フジテレビ
ニュース・日本テレビニュースへの接触傾向は，
日経新聞・朝日放送ニュースとは逆に「政府全般
の縮小化要因」に有意に負の影響を与えており，
これらの新聞購読者及びテレビ視聴者において，
「政府全般の縮小化」に対する肯定的認知の活性化
は相対的に小さいという可能性が考えられる。
・道路行政の縮小化要因への影響
読売新聞・日経新聞・朝日放送ニュースへの接

触傾向は，「道路行政の縮小化要因」に有意に正の
影響を与えており，これらの新聞購読者及びテレ
ビ視聴者において，「道路行政の縮小化」に対する

肯定的認知が活性化されている可能性が考えられ
る。一方，毎日新聞・地方紙・日本放送ニュース
への接触傾向は，「道路行政の縮小化要因」に有意
に負の影響を与えており，これらの新聞購読者及
びテレビ視聴者において，「道路行政の縮小化」に
対する肯定的認知の活性化は相対的に小さいとい
う可能性が考えられる。
・公共事業の支持要因への影響
日経新聞・TBS系ニュース・朝日放送ニュース・

インターネットへの接触傾向は，「公共事業の支持
要因」に有意に負の影響を与えており，これらの
新聞購読者，テレビ視聴者，及び，インターネッ
ト利用者において，「公共事業の支持」に対する否
定的認知が活性化されている可能性が考えられ
る。一方，読売新聞・地方紙・NHKニュース・
フジテレビニュースへの接触傾向は，「公共事業の
支持要因」に有意に正の影響を与えており，これ
らの新聞購読者及びテレビ視聴者において，「公共
事業」に対する否定的認知の活性化は相対的に小
さいという可能性が考えられる。
2）　個人属性の差異
ここでは，表―4に示した推定結果の中で，個人

属性の差異が賛否意識の潜在的規定要因に及ぼす
影響について述べる。
まず，性別について，女性ダミーは「政府全般
の縮小化要因」，「道路行政の縮小化要因」，「公共
事業の支持要因」すべてに対して有意に負の影響
を与えるという結果が得られた。つまり，女性
は，男性に比べて，政府全般の拡大と道路行政の
拡大を望む傾向と，公共事業に反対する傾向が高
いことが示された。
次に，年齢については，「政府全般の縮小化要

因」，「道路行政の縮小化要因」，「公共事業の支持
要因」すべてに対して有意に正の影響を与えると
いう結果が得られた。つまり，高年齢者である
と，若年者である場合に比べて，政府全般の縮小
化と道路行政の縮小化を望み，その一方で，公共
事業を支持する傾向が高いことが示された。
また，居住地に着目すると，三大都市圏ダミー
は「公共事業の支持要因」に対して有意に負の影
響を与えるという結果が得られた。つまり，都市

表―4　個人の賛否意識形成に関する構造方程式モデルの推定結果



圏に住んでいる人は，公共事業に対して否定的な
認知を有している傾向が高く，地方に住んでいる
人は，その傾向が低くなることが示された。
最後に，同居者数については，「公共事業の支持

要因」に対して有意に正の影響を与えるという結
果が得られた。つまり，同居者数が多い人は，少
ない人に比べて，公共事業を支持する傾向が高い
ことが示された。
以上の結果より推定される，政府の公共事業を

巡る賛否意識についての心理的因果構造を図―2
に示す。

5.　考察

政府・行政及び公共事業に対する人々の賛否意
識についての調査データから，一般の人々は概し
て，政府・行政や公共事業に対して否定的な見解
を有しているという結果が得られた。その上で，
これらの賛否意識に影響を及ぼす要因を分析した
ところ，図―2に示すような個人の賛否意識につ
いての心理的因果構造が存在する可能性が示唆さ
れた。以下では，本研究で得られた心理的因果構
造について考察を加えることとする。
5.1　個人賛否意識の心理構造
土木行政に関わる5つの政治的・行政的論点に

対する人々の賛否意識を因子分析した結果，これ
らの異なる論点に対する賛否意識を構成する潜在
的な賛否規定要因として，「政府全般の縮小化要
因」・「道路行政の縮小化要因」・「公共事業の支持
要因」という3つの賛否規定要因が抽出された。
この結果は，5つの政治的・行政的論点に対する一
般の人々の賛否意識が，これらの賛否意識に先行
する潜在的な賛否規定要因の表出として形成され
る可能性を示すものと考えられる。すなわち，「道
路公団の民営化」の賛否意識，「郵政の民営化」の
賛否意識，「小さい政府」の賛否意識は，「政府全
般を縮小化すべきである」という潜在的な意識の
表出であることが示唆される。また，「道路公団の
民営化」の賛否意識，「道路特定財源の一般財源化」
の賛否意識は，「道路行政を縮小化すべきである」
という潜在的な意識の表出であることが示唆され
る。最後に，「公共事業」の支持意識に対しては，
他の顕在的意識変数に影響を及ぼす潜在変数から
の直接的な影響は見られず，それと一対一で対応
する潜在意識が一つ存在しているという構造が統
計的に示された。
これらの結果より，郵政民営化，政府縮小化，
道路公団民営化，道路特定財源の一般財源化の4
つの論点については，人々が共通の支配的な潜在
意識に基づいて，これらの論点の是非を判断して
いる可能性が示された。この結果は，これらの論
点に対する個人の賛否意識について，個々の論点
よりも，漠然とした政府全般のイメージが先行し
ているという可能性を示唆するものと考えられ
る。一方，公共事業については，顕在的な賛否意
識と潜在意識との対応関係のみを見る限りにおい
て，「公共事業の支持要因」以外の潜在意識からの
直接的な影響は確認されなかった。
ただし，3つの潜在的な賛否規定要因に関する
因果モデルを推定した結果，「政府全般の縮小化要
因」が「公共事業の支持要因」と「道路行政の縮
小化要因」に影響するという因果関係を措定した
モデルの方が，それらとは逆の因果関係を措定す
るモデルよりも相対的により高い適合度が得られ
た。この結果は，人々の潜在的な意識レベルにお
いて，政府全般に対する賛否意識が支配的であ
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図―2　個人の賛否意識形成に関する因果構造
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り，公共事業や道路行政に対する賛否意識に影響
を及ぼしている可能性を示すものと考えられる。
無論，本研究のデータだけからでは，こうした因
果関係とは逆の因果関係が存在していることを否
定することはできないものの，少なくとも，こう
した因果関係が存在していることは，本研究の
データから統計的に示唆されていることは間違い
ないものと考えられる。
この結果から，人々は「政府全般」に対する抽

象的なイメージに基づいて，「公共事業」や「道路
行政」といった個別の論点についての賛否を判断
している可能性が示唆される。特に，前述したよ
うに，個人の顕在的な賛否意識を見る限り，公共
事業に対する賛否意識は，他の論点とは独立に判
断されている可能性が示されたが，潜在的な賛否
規定要因間の因果構造まで考慮すると，政府全般
に対する潜在的なイメージが，公共事業に対する
潜在的な支持意識に否定的な影響を与えることを
通じて，その賛否意識に対しても間接的な影響を
及ぼすという因果プロセスが存在する可能性が考
えられる。
5.2　マスメディアの影響
構造方程式モデルによる検定の結果，マスメ

ディアの接触傾向が，個人の潜在的な賛否規定要
因を通じて，個人の賛否意識に影響を及ぼし得る
ことが示された。それと同時に，マスメディアの
影響の及ぼし方は，そのメディアの種類及び賛否
規定要因に依存して多様であるという結果が得ら
れた。この結果は，個々のメディアがそれぞれ異
なる争点を強調し，個人の賛否意識に異なる影響
を及ぼすという可能性を示唆するものであり，そ
の意味において，マスメディアの「議題設定効
果」10）や「プライミング効果」11）を支持するもの
と言えよう。また，個人が接触しているメディア
によって，その個人の賛否意識が肯定的にも否定
的にも形成され得る以上，少なくとも一部のメ
ディアがネガティブ・アドを通じて，政府・行政
に対する否定的な意識を助長していると解釈でき
る可能性は皆無ではないものと考えられる。
そこで，個別のメディアによる影響に着目し，

以上の推定結果の中から，比較的特徴的な影響を

及ぼしていると考えられるメディアを取り上げる
こととしよう。まず，「政府全般の縮小化要因」と
「道路行政の縮小化要因」に対する肯定的認知，及
び「公共事業の支持要因」に対する否定的認知の
活性化が相対的に小さいのは，新聞では地方紙購
読者であり，テレビニュースでは日本テレビ
ニュース視聴者であることが分かる。本研究は実
際の報道内容を精査したものではないが，この推
定結果は，地方紙と日本テレビニュースは，おお
むね，政府・行政と公共事業に対して肯定的な内
容を報道している可能性を伺わせるものであると
解釈することは可能であろう。一方，「政府全般の
縮小化要因」と「道路行政の縮小化要因」に対す
る肯定的認知，及び「公共事業の支持要因」に対
する否定的認知のすべてが顕著に活性化されてい
るのは，新聞では日経新聞購読者であり，テレビ
ニュースでは朝日放送ニュース視聴者であること
が分かる。これより，日経新聞と朝日放送ニュー
スは，概して，政府・行政と公共事業に対して否
定的な内容を報道している可能性を伺わせるもの
であると考えられる。
なお，以上の可能性は，メディア視聴者の賛否
意識の方向とメディアの報道内容とが正の関連を
持つという想定の下で解釈したものであることに
ついては留意が必要であろう。特に，メディア視
聴者の当該メディアに対する信頼度が低い場合に
は，メディア視聴者の賛否意識は，その報道内容
とは反対の方向に変動する可能性が考えられる。
また，本研究では，各メディア会社単位で報道の
傾向を一元化したが，同一の会社内でも，信頼度
の高い番組と信頼度の低い番組が混在しているも
のと考えられる。これらの点については，今後，
メディアの報道内容とその報道に対する信頼度の
双方を考慮した調査研究を実施することが必要で
あると考えられる。ただし，メディアに対して少
なくとも一定程度の信頼を持っている傾向にある
と考える方が一切信頼していないと考えるよりも
無理のない解釈であるとするなら，以上の考察に
も一定の妥当性があるものと考えられる。
5.3　個人属性の影響
構造方程式モデルによる検定の結果から，個人



属性の影響について考察する。ここでもマスメ
ディアの場合と同様に，個人属性はその個人の潜
在的な賛否規定要因に様々な影響を及ぼしている
ものと考えられる。特に，高齢者ほど政府全般の
縮小化を望む傾向が相対的に高くなる一方で，公
共事業を支持する傾向が高くなるという結果が得
られた。また，女性ほど政府全般と道路行政の拡
大を望む傾向が相対的に高くなる一方で，公共事
業に反対する傾向が高くなるという結果が得られ
た。そうした結果が得られた理由については，本
調査からは必ずしも定かではないが，一つの可能
性として，そうした個人属性と関連を持つと考え
られる個人の生活スタイルが賛否意識に何らかの
影響を与えている可能性も考えられる。そうした
可能性については，今後の検討課題としたい。
さらに，地方では，三大都市圏に比べて，政府

全般や道路行政の縮小化に対する否定的認知，及
び，公共事業支持に対する肯定的認知がより活性
化している傾向にあること，地方紙もまた同様の
影響を及ぼしているが確認された。そうした結果
が得られた理由として，地方では，三大都市圏に
比べて公共事業が遅れていると認識されているた
めであるという可能性が考えられる。この結果よ
り，政府・行政や公共事業に対する世間の世論に
地域性が見られるものと考えられる。この点につ
いては，別稿15）において詳細に論じているので引
用文献を参照されたい。
また，同居者の人数については，同居者数が多

いほど，公共事業に対して肯定的な認知が活性化
している傾向にあるという結果が得られた。この
結果より，単身で暮らすよりも，家族とともに暮
らしている世帯において，公共事業を支持する傾
向が相対的に高いという可能性が考えられる。
以上の結果より，一般の人々は概して政府・行

政や公共事業に対して否定的な見解を有している
可能性が示唆されているものの，その世論の内容
を詳細に分析してみれば，そうした傾向には個人
差が存在しており，それ故，必ずしも全ての種類
の人々が遍く政府・行政や公共事業に対して否定
的な認知を形成しているとは限らないものと考え
られる。

5.4　分析結果の示唆
以上，本研究では，近年マスコミを賑わせた幾
つかの政治的・行政的論点を取り上げ，これらの
論点に対する人々の賛否意識について，政治心理
学的な知見から検討を加えた。最後に，本研究で
得られた知見が政府のあり方やその世論との関わ
り方について示唆する点を考えてみることとしよ
う。
第1に，政府の広報のあり方を再検討すること
の必要性を，本研究が暗示しているものと思われ
る。本研究の分析結果から示唆されたように，
人々が自分自身の潜在的な意識の表出として，個
別の論点に対する賛否を判断している場合，詳細
なデータを基にしてそれぞれの論点について逐一
説明したとしても，その潜在意識に影響を及ぼさ
ない限り，必ずしも十分な理解を得られない可能
性が存在する。特に，このような個人における心
理構造が，マスメディアの報道によって形成され
得るとともに，その報道内容によっては，政府の
公共事業に対する否定的なイメージが醸成される
可能性もデータより示唆されている。このような
状況では，政府からの広報・コミュニケーション
のあり方を考えるにあたっては，人々の潜在的な
意識そのものに働きかけることが重要であろう。
そのようなコミュニケーションとして，例えば，
藤井（2004）が論じているように，「政府がどうあ
るべきか」，「公共事業はどうあるべきか」という
政府の目指している理念を訴えかけるようなコ
ミュニケーションが考えられよう16）。このよう
に，政府・行政の理念を主張することによって，
人々の硬直化した心理構造が解凍され，政府・行
政と国民との間に健全なコミュニケーションを図
る糸口が開かれるものと考えられる。
第2に，公共事業を巡る世論についての正確な
理解がいま一度必要であるように思われる。本研
究の分析結果が示唆するように，人々の賛否意識
は年齢・性別や居住地に依存して異なっており，
必ずしもすべての地域や世代において，多数の
人々が公共事業に対して否定的な見解を有してい
るとは限らない。公共事業に関わる諸問題につい
て検討する際に世論を配慮することが必要である
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とするなら，政府・行政関係者は，主観的な認識
やマスメディアの報道だけに頼ることなく，世論
の動向とそれに影響を及ぼす先行要因を的確に把
握することに一定の意義が存在するものとも考え
られる。この点については，本研究で実施したよ
うな政治心理学に基づく理論的・実証的分析も有
効な手段の1つであると考えられる。
なお，本研究では，公共事業に対する国民世論

の形成において，マスコミ報道の果たす役割は少
なくないであろうとの認識の下，国民の賛否意識
に影響を及ぼし得る要因として，主にマスコミ報
道に焦点を絞って検討を行った。言うまでもな
く，国民の賛否意識に影響を及ぼし得る要因は，
マスコミ報道の他，例えば，知人との接触や政府
に対する信頼）等，多種多様であると考えられる。
公共事業に対する賛否世論についてより正確な理
解を得るためには，より包括的な観点から，これ
らの諸要因による影響について今後検討していく
ことが重要である。

注　記

［1］ 道路公団民営化に代表される一連の「行政改革」は, 官僚組
織から比較的自由な小泉政権（前述の条件ⅱ）によって提唱
された「構造改革」の重要な柱の一つであり, それが「改革」
である以上, ルーティンではなく（ⅰ）, 不確定要素（ⅲ）, あ
いまい性（ⅳ）を含み, 予期できないものであり（ⅵ）, それ
と同時にマスコミ等を通じて, 様々な情報が錯綜していた
（ⅴ）状況にあったものと考えられる. 

［2］ この様に, 本調査のサンプルは, インターネット利用者に限
定されている. ただし, インターネット利用者, もしくは, 本
調査会社のサンプルの賛否意識において, 一般的世論の賛否
意識とは異なるような特殊な傾向が見られる, という明確な
理由が見当たらなかったため, 本研究ではこれらのサンプル
を採用することとした. また, 既往論文 15）においても, 本調査
会社のサンプルから得られたデータが利用されており, 本サ
ンプルを用いることについて一定程度の信頼性が認められ
ているものと考えられる. 

［3］ 修正指数（Modification Indices）は, 構造方程式モデルにお
いて 2 つの変数間に因果関係を新しく仮定する, もしくは, 
仮定しない（パス図において, 新しく矢印を引く, もしくは, 
取り除く）ことによって, どれほどc2 値が増減するかを示す

ものであり, モデル修正でどれだけ適合度が改善するかを推
定する指標となる. 修正指標を参照することによって, 適宜, 
モデルを修正していきながら, 適合度の高いモデルを探索す
ることができる. 
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